
○さぬき市障害者虐待防止対策事業実施要綱 

平成２４年１０月１日 

告示第１３４号 

改正 平成２５年３月２９日告示第３８号 

平成２６年４月１日告示第７９号 

平成３１年３月２９日告示第６６号 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律（平成２３年法律第７９号。以下「障害者虐待防止法」という。）に規定さ

れる障害者虐待の防止や早期発見、虐待を受けた障害者の迅速かつ適切な保護、

養護者に対する適切な支援及び関係機関や民間団体との連携協力体制の整備につ

いて、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、障害者虐待防止法及び障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下

「障害者総合支援法」という。）による。 

（事業主体） 

第３条 本事業の実施主体は、さぬき市とする。 

（事業内容） 

第４条 本事業の内容は、次のとおりとする。 

(1) 障害者虐待防止の体制整備 

ア 障害者虐待に関する対応窓口の設置、相談又は通報の受理、障害者の安全確

認及び事実確認 

イ 緊急一時保護の実施（居室の確保を含む。） 

ウ 立入調査の実施及び立入調査の際の関係機関への援助要請 

エ 障害者や養護者に対する援助・支援方針の決定及び援助・支援の実施並びに

援助・支援方針の再評価 

オ 虐待を受けた知的障害者、精神障害者に対する成年後見制度の利用支援及び

成年後見制度の開始に関する審判の請求 

カ 事案に応じた専門機関との連携・協力体制の整備 

(2) 障害者虐待防止ネットワークの構築 

保健、医療、福祉を専門とする有識者、警察、弁護士、関係団体及び地域関

係組織の代表者等からなる「障害者虐待防止連携協議会」の設置 

(3) 保健・福祉・医療関係機関の従事者に対する研修会 

障害者虐待の防止や早期発見、障害者及び養護者に対する支援に必要と認め

られる研修会の開催 



(4) 障害者虐待に関する地域・理解の普及啓発 

障害者虐待に関する知識を深めるための市民等を対象とした研修会等の開催 

(5) その他障害者虐待防止に関する事業であって、市長が適当と認めるもの 

（障害者虐待防止センターの設置及び名称） 

第５条 障害者の虐待を防止し、併せて障害者を養護する者に対する支援などを実

施するため、障害者虐待防止センター（以下「センター」という。）を設置する。 

２ センターの名称は「さぬき市障害者虐待防止センター」とする。 

（センターの所掌事務） 

第６条 センターは、次に掲げる業務を所掌する。 

(1) 養護者、障害者福祉施設従事者等又は、使用者による障害者虐待に関する通

報又は届出の受理 

(2) 養護者による障害者虐待の防止及び養護者による虐待を受けた障害者の保護

のための相談、指導及び助言 

(3) 障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する広報・啓発 

(4) その他障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関して市長が必要と認め

る業務 

（センター業務の委託） 

第７条 センターの業務は、社会福祉法人等に委託することができる。 

（通報又は届出時の対応） 

第８条 障害者虐待防止法第７条第１項、第９条第１項、第１６条第１項及び第２

項並びに第２２条第１項及び第２項による通報又は届出があったときには、これ

を速やかに受理し、対応の緊急度を判定するものとする。 

２ 対応の緊急度は、別表第１に掲げる構成員で組織する判定チームが判定する。 

（緊急一時保護） 

第９条 障害者虐待防止法第９条第１項による通報又は届出のうち、前条の規定に

基づき緊急性が認められた場合には、速やかに緊急一時保護を実施する。 

２ 緊急一時保護の実施に当たっては、当該障害者の障害福祉サービスの受給状況

に関わらず、障害者虐待防止法第９条第２項による措置を講ずる。 

（緊急一時保護の居室確保） 

第１０条 前条の緊急一時保護を円滑に実施するため、指定障害福祉サービス事業

者及び指定障害者支援施設等との協働により、居室を確保するための措置を講ず

る。 

（障害者虐待防止等連携協議会） 

第１１条 地域における障害者虐待の防止、障害者を養護する者に対する支援など

を協議するため、さぬき市障害者虐待防止等連携協議会（以下「連携協議会」と

いう。）を置く。 



（連携協議会の所掌事項） 

第１２条 連携協議会は、次に掲げる事項について検討し、協議する。 

(1) 障害者の虐待防止に係る具体的な施策に関すること。 

(2) 養護者に対する支援施策に関すること。 

(3) 本要綱に規定される事業の評価及び見直しに関すること。 

(4) 市民への広報及び普及活動に関すること。 

(5) 前４号に掲げるもののほか、障害者虐待防止等に関すること。 

（連携協議会の組織） 

第１３条 連携協議会は、別表第２に掲げる関係機関等をもって組織し、その構成

員は各関係機関等を代表する者とする。 

２ 構成員は、市長が任命し、又は委嘱する。 

３ 構成員の任期は、２年とし再任を妨げない。ただし、補欠構成員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 連絡協議会に会長を置き、構成員の互選により選出する。 

５ 会長は、あらかじめ副会長として委員の中から１名を指名する。 

６ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（連携協議会の会議） 

第１４条 連携協議会は、会長が招集する。ただし、構成員が新たに委嘱又は任命

され、最初に開催する連携協議会は、市長が招集する。 

２ 連絡協議会は、構成員の過半数の出席をもって開催することができる。 

３ 連絡協議会の進行は、会長が行う。 

４ 会長は、必要に応じて関係者を会議に出席させ、説明や意見を聴くことができ

る。 

（福祉施設への周知・啓発） 

第１５条 市長は、連携協議会、障害者総合支援法第８９条の３第１項に規定する

協議会（以下単に「協議会」という。）などと協力し、管内の障害児者福祉施設、

福祉サービス提供事業所等に対し、障害者虐待防止法の周知及び障害者の虐待防

止に係る啓発を行う。 

（使用者への周知・啓発） 

第１６条 市長は、連携協議会、協議会などと協力し、管内の企業、事業所等に対

し、障害者虐待防止法の周知及び障害者の虐待防止に係る啓発を行う。 

（学校、医療機関、保育所等への周知・啓発） 

第１７条 市長は、連携協議会、協議会などと協力し、管内の学校、医療機関、保

育所、認定こども園、幼稚園等に対し、障害者虐待防止法の周知及び障害者の虐

待防止に係る啓発を行う。 

２ 市長は、教育委員会、病院事業管理者などと協力し、管内の公立学校、医療機



関、保育所、認定こども園、幼稚園等に対し、職員その他の関係者に対する研修

の実施及び普及啓発、相談体制の整備、虐待に対処するための措置など虐待を防

止するために講じた措置について報告を求めるものとする。 

（秘密保持） 

第１８条 本要綱に規定する各事業に関係する者は、職務上知り得た秘密を他に漏

らしてはならない。 

２ 前項の規定は、その職を退いた後も同様とする。 

（事業報告） 

第１９条 市は、本要綱に規定する各事業について、年度終了後速やかに連携協議

会会長へ事業実績を報告しなければならない。 

（庶務） 

第２０条 本要綱に掲げられる事業の庶務は、健康福祉部障害福祉課において処理

する。ただし、第７条の規定によりセンターの業務を委託した場合、当該業務の

庶務は、受託者において処理する。 

（その他） 

第２１条 この要綱において定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第３８号） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第７９号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年告示第６６号）抄 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１（第８条関係） 

チームリーダー 健康福祉部障害福祉課長 

副リーダー 健康福祉部障害福祉課主幹又は課長補佐 

（ただし、主幹及び課長補佐を置かないときは副主幹） 

メンバー 健康福祉部障害福祉課障害者福祉係担当職員、指定相談支援事

業所相談支援専門員 

 

 

別表第２（第１３条関係） 

区分 関係機関等 

医療・保健関係 さぬき市民病院 

香川県東讃保健福祉事務所 

福祉・司法関係 香川県弁護士会 

香川県司法書士会 

香川県社会福祉士会 

高松法務局人権擁護部 

さぬき市社会福祉協議会 

警察関係 さぬき警察署 

労働関係 さぬき公共職業安定所 

障害福祉サービス関係 市内相談支援事業所 

市内通所サービス提供事業所 

地域関係 さぬき市民生委員児童委員協議会連合会 

高松人権擁護委員協議会 

障害当事者 さぬき市身体障害者団体連合会 

さぬき市手をつなぐ育成会 

さぬき市曙会 

行政 さぬき市健康福祉部 

 


